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港 湾 局  海 岸 ・ 防 災 課 

国土技術政策総合研究所 

 

大規模な高潮等から堤外地の被害を軽減するための防災のあり方について検討 

～「臨海部堤外地における防災のあり方に関する検討会」（第３回）の開催～ 

 

２月２３日に、「臨海部堤外地の防災のあり方に関する検討会」（第３回）を開催し、

大規模な高潮等から堤外地の物流・産業機能の被害を軽減するため、臨海部堤外地にお

ける防災のあり方と進むべき方向性について検討を行います。 

 

臨海部は物流機能のみならず産業機能が高度に集積しており、我が国の経済・産業や

人々の生活を支える重要な地域です。一方で、堤外地にもこれらの機能の多くが集積し

ているため、高潮等の浸水被害を受けやすく、浸水により機能が麻痺し、国内外の物流・

産業活動や国民生活に甚大な影響が生じるおそれがあります。 

 第３回検討会では、地域継続計画や臨海部防災に関する意見交換の場の事例等につい

てご紹介するとともに、臨海部堤外地における防災のあり方と進むべき方向性について

とりまとめるため、検討を行います。 

※堤外地とは、海岸保全施設の海側にある土地のことを言います。 

 

記 

日時：平成２８年２月２３日（火）１０：００～１２：００ 

場所：経済産業省別館１０３１会議室 

議事：地域継続計画の概要と取組事例について 

   臨海部防災に関する意見交換の場の事例について 

臨海部堤外地における防災のあり方（案） 等 

事務局：港湾局海岸・防災課 

         国土技術政策総合研究所 沿岸防災研究室、危機管理研究室 

委員名簿：別添参照 

その他： 

     ○非公開ですが、冒頭挨拶（議事開始前）まで傍聴及び撮影が可能です。 

      ※傍聴は、報道関係者のみとさせていただきます。 

     ○取材を希望される場合は、２月２２日（月）１５時までに、名前、所属及び 

連絡先を下記問い合わせ先まで登録して下さい。 

 

問い合わせ先： 

国土交通省港湾局海岸・防災課  針谷、河野、鈴木 

ＴＥＬ：03-5253-8111（内線 46752、46732、46736）03-5253-8688（直通） 

ＦＡＸ：03-5253-1654 

 



 

 

 

臨海部堤外地における防災のあり方に関する検討会 委員名簿 

 

 

 

区  分 氏  名 所    属 

委 員 長 田中 淳 
東京大学大学院 情報学環  

総合防災情報研究センター長 

委  員 上村 多恵子 （一社）京都経済同友会 常任幹事 

〃 小野 憲司 京都大学 防災研究所 総合防災研究グループ 教授 

〃 佐藤 正弥 (一社)日本経済団体連合会 産業政策本部 上席主幹 

〃 鈴木 武 
国土交通省 国土技術政策総合研究所  

沿岸海洋・防災研究部長 

〃 高橋 泰宏 石油連盟 総務部長 

〃 田島 芳満 東京大学大学院 工学系研究科 社会基盤学専攻 教授 

〃 春山 豊 （一社）日本化学工業協会 常務理事 

〃 宮本 卓次郎 横浜国立大学 統合的海洋教育・研究センター 特任教授 

行政委員 眞田 仁 国土交通省 港湾局 海岸・防災課長 

〃 茂木 正 経済産業省 製造産業局 化学課長 

〃 岩永 正嗣 
経済産業省 資源エネルギー庁 資源・燃料部 

石油精製備蓄課長 

 


